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平成24年度　教育改革ICT戦略大会
経済学部　馬頭忠治
はじめに
　私は、本学情報処理センター研究員として、平成24年9月4日～ 6日に開催された、公益
社団法人私立大学情報教育協会が主催する「教育改革ICT戦略大会」（於：私学会館・東京）
に参加した。以下、参加したセクションの報告と収集した資料をもとに、ICT教育の現状
を紹介し、大学教育の新しい方向と課題について、述べていく。
１．大学改革の新しい方向性
　まず、中央教育審議会の専門委員であり、上智学院の理事長でもある髙祖敏明「主体的
な学習を実現するための課題」を要約し紹介したい。
　報告の中心は、このほど公にされた中教審「予測困難な時代において生涯学び続け、主
体的に考える力を育成する大学へ」（2012年3月26日）と、国の基本方針の全体像について
であった。その報告は、グローバル化への対応も視野におくが、そのすべて紹介できない
ので、興味が持たれた次の二点だけに絞る。
　すなわち、大学の質保証の徹底推進と、激しく変化する社会における大学再構築のため
の地域再生を核とする大学づくり（COC: Center of Community）の二点である。この大学
再構築のための大学ガバナンスを強化する改革プランは、平成25年から集中実施され、改
革実行のための制度・仕組みの整備が求められ、平成29年には検証の対象となるものである。
　また、この大学の質保証と大学の地域センター化という大学改革は、学生の主体的な学
修と学修時間などの欧米水準化を柱とする。したがって、学士課程教育は、これまで以上
に、学修支援環境を整えながら、さらには、地域社会との接続や連携に基づいて改革する
ことが求められる。そこでは、これまでの「モデルカリキュラム」や「最低到達度」といっ
た画一的な基準ではなく、「学びの本質」から、すなわち、学生は大学で何をどのように身
につけていくべきかという原点から、再度教育の意義と改革に努力し、大学と社会の共通
理解を図っていくことがポイントとなる。
　要するに、学問分野で専門的な素養とよき市民の育成のための教育課程を両立させるた
めに、各大学はその学習方法を自主的に開発し、かつ学習成果を客観的評価しモニタリン
グして大学教育の可視化を推し進めながら、総合的に改革していかなければならなくなっ
ているというのである。
　以上、髙祖報告から、この大学改革は、大学がコミュニティの一員として、自らの資源
を活用して、職業人の養成と市民の育成に力を入れていこうとするものであることがよく
理解された。しかも、教育の質保証は、学習の目的も成果も明確にして、かつ学習時間、
すなわち事前・事後の学習時間を確保しながら、大学が自らの責任によって達成すべき大学
の使命であることも鶴首された。
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　大学進学率が50％を超え、しかも、子どもを育てる家庭の力も地域の力も弱まるなかで、
大学教育を、職業人と市民を育てる公共財であると位置づけ直そうとするこうした大学改
革の方向性と必要性は、大方の合意を得るものであろう。だが、これまでの大学の仕組み、
限られた予算、また、教員と職員と教室というインフラだけで、また、学生は、アルバイト
なしには大学生活が成り立たない現状のなかで、この大学改革がどれだけ可能なのか、不
安を抱かざるを得ない。
２．能動的学修のための教学マネジメント
　能動的学修のための大学改革の取り組みは、既に始まっている。この点に関わって、玉
川大学の菊池重雄「学生の主体的な学びを実現するために（大学は何をしなければならな
いか）−能動的学修を促進する教学マネジメントシステムとICTを活用した授業−」とい
う報告から、多くのものが学べた。紹介していきたい。
　まず、この報告は、大学教育で育成コンピテンシーは、学問分野固有のそれではなく、学
問分野に共通するものであり、かつ職業固有のそれではなく、汎用的なそれであると提起
する。すなわち、多文化・異文化、さらには人類の文化、社会、自然に関する専門的知識ば
かりか、コミュニケーションスキル、情報リテラシー、問題解決力といった汎用的技能の
習得、さらには自己管理力、チームワーク、リーダーシップ、倫理観、市民としての社会
的責任、生涯学習力といった市民スキルの習得によって、総合的な学習経験と創造的思考
力の育成が可能となり、これこそが、今日求められる大学教育の使命であるとする。
　問題は、その具体化策である。玉川大学では、まず、全体的に、①「学位授与方針」
（Diploma Policy）で、最低限の学習成果を明示し、それを、学生を主語とする「～できる」
という行為動詞で記述する。②「教育課程の実施方針」（Curriculum Policy）は、人材養成
像を科目群毎に明確にして作成する。そして、学生はカリキュラム・マップとツリーにそっ
て選択的に履修できるようにする。③人材育成の達成度を検証する（Admission Policy）と
いったように区分し、体系づける。
　しかも、これを実行性のある教育システムにするために、①教育目標をビジョン化し、マ
クロレベルのFDとして提示する。②カリキュラム・マネジメントの組織運営のためにミド
ルレベルのFDを設ける。③教授法や指導法の改善のためのミクロレベルのFDを組織する。
　その上で、実効性のある教育を展開する。それが、「主体的な学びを実現するための授業」
となる。少し、長くはなるが、玉川大学の取り組みを見ておこう。
　まず、授業は、事前、事後学習を前提に設計される。授業の下調べ、学生（履修学生）ど
うしの議論、教員との対話といった自学自習を中心にした授業となる。そのための教科書・
参考書の選択や「宿題」を支援する授業が用意される。さらに、AT、SAの指導が受けら
れるようにする。また、事前協同学習のためにiPad+Skype、ブイキューブなどの電子会議
システム、チャットシステムを活用する。
　その上で、ラーニング・ポートフォリオをつくり、学生は、修得したコンピテンシーを確
認し自己評価できるようにする。つまり、学習コンテンツよりは、履修によって身につく
能力（コンピテンシー）を確認することに重きが置かれる。教員はそのための教育アドバ
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イザーになる。さらに、毎回の受講を記録した学修記録ノートをシラバスに連動させ、学
生が自己確認・自己評価できるようにする。さらには、このポートフォリオには、クラブ・
サークル活動などの学生生活も記録し記載する。
　問題は、こうした能動的学修のための時間をどう確保し、かつ単位を社会的に信頼ある
ものにするかである。まず、事前、事後を含めた学修時間の確保の問題である。一日平均8
時間とし、週40時間をベースとする。履修登録の上限は半期16単位（年間32単位）に設定
され、1日2科目の授業が限度となる。そのためには、これまでのできるだけ多くの単位を
修得する既存の履修方法から、科目履修によって自分の能力を確実に開発する履修へとそ
の価値観を転換することが必要となったという。
　さらに、学生の質保証のために、要卒の124単位を取得するだけではなく、GPA2.00以上
の要件を課す。これによって、グローバル・スタンダートに合致した卒業システムを確立す
る。したがって、成績評価もS， A， B， C， F（不合格）， I（インコンプリート：保留）， W（履
修取り消し）， P（合格と認定する）となる。
　最後になったが、能動的な学修ができるような教育メソッドが積極的に取り入れられる。
ここでは、アクティブ・ラーニングの技法だけ羅列するにとどめたい。
　話し合いの技法：Think-Pair-Share/ Round Robin/ Buzz Groups/ Three-Step Interview/
Critical Debate
　教え合いの技法：Note-Taking Paper/ Learning Cell/ Fishbowl / Role Play/ Jigsaw/ 
Test-Taking Teams
　問題解決の技法：Tapps（Think-Aloud Paper Problem Solving）/ Send-A-Problem/ Case 
Study/ Structured Problem Solving/ Analytic Teams/ Group Investigation
３．さまざまな ICTを利用した教育実践
①東海大学チャレンジセンターの社会的実践力育成の取り組みについて紹介したい。当大
学では、iPadを利用したグループワークによって、集いの力（多様で広範な人々と協働する
能力/集団で物事に取り組むためのコミュニケーション能力）、挑みの力（難しい課題に立ち
向かう能力/状況を理解し問題を発見・解決する能力）、成し遂げる力（困難を乗り越えて目
標を実現する力/目標を達成するためのマネジメント能力）を身につけることを演習の課題
にする。さらには、プロジェクト入門（仲間とともに課題に取り組み実践力を身に着ける）
とプロジェクト実践（プロジェクトを実践するための知識・技術を身に着ける）という科目が
用意される。
　すなわち、「受講して身につく社会的実践力」のための科目が開講され、それらは副専攻
科目となる。また、このための、グループワークやプレゼンテーションで情報端末、iPad
を利用する（7人に１台を貸与）授業を開発する。iPadのメリットはリテラシーが殆ど不要
であり、インターネット検索や発表用スライドの作成が容易であり、かつ皆んなで画面を
見ながら資料作成ができ、作業の中心は学生となることも指摘された。学生は、こうした
協同学習によって、「目標をどんどん上げ、脱皮して生きて行く」という実感や「遅刻が努
力を無駄にする」ことも体得するようになったという。
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②愛知学泉短期大学の「クラウド型グループウェアを利用した自己調整学習のための学習
環境デザイン」も、大変、興味が持たれた。引き続き紹介したい。
　ビジネスの世界では、グループウェアと呼ばれるソフトウェアが、協調的な活動を支援
するツールとして利用されている。愛知学泉短大でも、サイボウズLiveというグループ
ウェアを利用する。このサイボウズLiveは、オンライン上にプロジェクト用のグループ
を作成し、プロジェクトメンバーと情報共有できるコラボレーションツールである。メン
バー 20名まで無料で利用でき、グループは無数につくれる。メンバー同士で掲示板にコメ
ントを書き込むことができ、メールの一斉配信、個別配信、配信履歴やファイルの共有が
できる。またスケジュールを登録してプロジェクトの進行、ゼミナールに関してSNS(Social 
Networking Service)のように利用もできる。
　このソフトを利用して、大学では、協調型の学習コミュニティをつくる。しかも、「自分が、
この課題はできるだろう」という期待を持たせ、努力を持続させていくことで、「自己調整
による学習」が可能となったという。
　この学習は、いわゆる認知科学で言うところの「自己効用」を応用した新しい取り組み
でもあるが、この報告を聞いて、ICTを利用した取り組みの積み重ねによって、徐々にアカ
デミック・クラウドが出来上がっていくようにも思えた。また、今後、各大学などで取り組
まれた教育方法をクラウド化し、教育サービスをオープンにしていくことが、大学教育の
新しい方向性を作り出すことになると確信された。
③関西大学教育開発支援センターによる「コミュニケーションスキルを育成する実践的な
カリキュラム開発」もユニークで、大変、興味深く報告を聞いた。
　このカリキュラム開発は、社会人になってからも、「永くいい人間関係を築いていくため
の基礎となるコミュニケーションスキル」を、アカデミックスキルの一環として実践的な
カリキュラムに組み込んでいくものである。しかも、週1回90分の授業形態を前提に、ICT
を活用して、学習の継続的な記憶、学習モチベーションや意欲を高めながら、かつ気づき
も促しながら、である。
　方法論的には、より良い関係づくりのためのコミュ二ケーションを、ロールシュミレー
ションを用いて、実務的な交渉を体験的に学習させる。例えば、売主と買主といったロール
（役割）に分かれ、売買のロールプレイを行い、学習を深めていく。しかも、体験的な学習
のためには振り返り学習が重要になるが、そのために、実際の演習シーンをビデオで撮影し、
その動画を積極的に利用する。これによって、①交渉学を体感し、気づきを増やしながら
理解を継続的に深めていく。②1回180分（90分×2）で構成される教育コンテンツを提供
することが可能になったという。
馬頭忠治：平成 24 年度　教育改革 ICT 戦略大会
− 27 −
　具体的には、下記の表の通りの構成となる。
　
　講義内容 学習形態 時間（分）
１ 概要説明 一斉 30
２ 事前準備 個人・グループ 60
３ 演　　習 ロールプレイ 30
４ 振り返り ペア 30
５ フィードバック 一斉 30
④参加企業のポスターセッションからもさまざまな大学の先進的な取り組みが理解できた。
羅列的ではあるが、紹介しておきたい。
　山形大学では、学生が能動的に参加する授業のための「学生主体型授業開発共有化FDプ
ロジェクト」に取り組んでいる。このプロジェクトのための先端学習ラボが用意され、ノー
トパソコン、ｅ−黒板、wiviaなどのICT環境が整えられ、学生主体型学習のノウハウを蓄
積しているという。学生はこのラボを見るなり、“すごい”と声を発するという。そして、“ア
クティブに授業に参加できた”とか、“モチベーションが上がった”という声も寄せられて
いるという。法政大学でも、即時に情報が共有できる環境を整え、能動的なグループ学習
（自己発見型学習）を可能とするアクティブ・ラーニングを導入している。
　聖心女子大学では、メディア学習支援センターが学生の自主的な学習をサポートするため
のマルチメディア環境が整えられている。ノートパソコンとプロジェクターをつなげ、学
生はプレゼンテーションのためにテーブルを自由に動かしながらグループ学習ができるよ
うに工夫されている。神奈川大学の教育支援センターによる“共に学び合う場”のスクエ
アづくりも同じようなシステムとなっている。
　明治大学では、教育支援部が中心となってラーニング・コンシェルジュ（学習者の窓口）
による学習支援の仕組みをつくり、学生のあらゆる質問をワンストップで受付け、内容に
あわせて、チューター（教員のサポーター）、メンター（学習に関する相談役）につなげて
いくようにシステム化しているという。今後は、Web会議システムによるゼミであるとか
海外の大学との連携にも拡充していくという。
　小樽商大では、授業はTwitterで意見を受け付け、リアルに対応して、翌日までには
Facebookのグループ上に書き込めるようにすることで、授業をタイムラグなく連続させる
とともに、評価と出席をカウントしているという。
おわりに
　現代のビジネス・モデルは、目標管理型の機能モデルではなくなりつつある。すなわ
ち、プロトタイプから要素を結合して完成形に近づけていくコンストラクショニズム
(constructionism)的なプロセスモデルとなっている。重点を目標達成ではなくプロセスにお
き、柔軟に対応していくプロセスの設計によって企業をサスティナブルな存在にする戦略
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が主流になりつつある。指摘するまでもなく、それは、目的もアウトプットも明確ではな
いリスキーな最近の市場動向に対して、決められた目標を効率的に管理する旧来のマネジ
メントでは、より不確実性が増し不経済となるからである。
　その具体的なアプローチとして、ワークショップなどのOST(Open Space Technology)が
利用される。意見を収束させ、一致をつくりだすといった会議ではなく、着地点を固定す
ることなく、さまざまな可能性を模索し、しかも、すべてを参加者が決めていくプロジェ
クト方式が多用される。しかも、そこでは、リーダーによるトップダウンではなくファシ
リテイターによってだれもが自由に熟議し、新しい発見や発想を引き出し、「みんなで決め
ていく」というスタイルと方法が用いられる。
　大学でも、最近では、先に紹介したグループウェアを利用したプロジェクト学習ばかりで
はなく、「学生FD」Student-Initiated Faculty Developmentが試みられるようになった。木
野茂『大学を変える、学生が変える−学生FDガイドブック−』（ナカニシヤ出版、2012年）
は、その現状を伝える好書である。
　学生FDによる授業は、教員が事前に授業内容を固定するのではなく、学生たちの自由な
質疑応答や意見交換をメインに据えられる。学生たちは授業が進むにつれ、関心のあるテー
マを練り、提案し、数人のチームで独自に考察していく。さらに、それを授業でのディス
カッションによって深める。こうした新しいプロセスの学習によって、問題の発見や分析
の力、さらには表現する力などが養われるだけではなく、教える側がゴールやプロセスを
拘束しないことから、新しい柔軟なアイデアや解釈など革新する力をも、学生は身につけ
ることができる。
　とはいえ、こうした学生FDによる授業は、これまでの学生と教職員というフレームでは、
実施困難であることは間違いない。すなわち、関西大学でも東海大学でもそうであるように、
教員でもない職員でもない、学生活動を支援するメンターとなる専門職員ないしはその部
局が不可欠である。専門職員のいる部局があって、ICT(Information and Communication 
Technology)が有効に駆使できることも、確かである。
　また、大学は、クラウド型グループウェアを利用する協同学習を早急に導入すべきである。
グループウェアは情報の共有やコミュニケーションを支援し、学習フローをつくりやすく
する。しかも、クラウド型は、学内LANとは異なり、インターネット上で、スマートフォ
ン、パソコンから場所や時間を問わず利用できる。サーバー管理もソフトのバージョンアッ
プも不要となる。もちろん、ビジネスでのグループウェア活用は常識となっている。大学
とビジネスとの間にギャップを拡大させないためにも、グループウェア利用による協同学
習は必須である。
　以上のようなことを、この大会に参加して強く実感した。
